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２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

但馬地域の沖合底びき網漁業は、基幹漁業としていか釣り漁業とともに地域経済を支えて

きた。現在は、いか釣り漁業の衰退により、当地域の漁獲量のおよそ８割を占める最重要漁

業となっている。主な漁獲物は、ズワイガニ、カレイ類、ハタハタ、エビ類、ホタルイカ

で、ホタルイカは全国一位、ズワイガニ、ハタハタ、カレイ類も全国有数の生産量を誇って

いる。 

これら漁獲物は、大消費地へ生鮮出荷されるとともに、地元の水産加工業者により塩干品

を中心に多様な加工品の原料として利用されてきた。 

また、冬にはズワイガニを求めて旅館や民宿、産地直売所に多くの観光客が訪れており、

観光業にとっても欠かすことのできない特産物となっている。 

現在、ズワイガニは、水揚港ごとにブランド化を図っているほか、観光業や水産加工業団

体等と連携し、「但馬産松葉がに」の魅力や情報を全国発信する等、ＰＲ活動に取組んでい

る。 

このように、但馬地域の沖合底びき網漁業は、地域の他産業とともに発展してきた。しか

し、日韓暫定水域の設定とそれに伴う韓国による漁場の実質的な占拠や無秩序操業による資

源の悪化に加え、魚価の低迷、燃油価格の高騰、担い手不足や高齢化など、漁業を取り巻く

社会経済状況の大きな変化にさらされ、漁業経営は引き続き厳しい状況にある。 

現在、当地域の沖合底びき網漁業は５つの漁業基地に分かれているが、一部施設では老朽

化が進み、今後の維持管理や施設更新が課題となっている。さらに船齢が２０年を越える漁

船が半数以上あるが代船建造が進まず、着業隻数は減少傾向にある。 

沖合底びき網漁業は、漁協のほか流通業者、加工業者、観光業者、資材業者など多くの地

域の産業を支えており、これらに携わる人々の雇用や生活を含めると、本漁業の衰退は地域

経済に大きな影響を及ぼすと考えられる。 

沖合底びき網漁業者は兵庫県機船底曳網漁業協会（以下「県底協会」という。）を組織

し、国、県及び全国底曳網漁業連合会等からの迅速な情報伝達や操業に関する取り決め及び

漁獲物の取扱等、漁業者間のルール作りが可能な体制が整備されており、資源管理の取組に

ついても熱心に話合いが行われている。 

（２）その他の関連する現状等 



兵庫県の但馬地域は日本海に面し、海岸は切り立った岩や岩壁が並ぶリアス式海岸で、海

底地形は傾斜が急で水深の浅い範囲が狭いため、古くから沖合漁業を中心として発展してき

た。また、水揚げされた水産物を原料とした水産加工業も盛んである。さらに、冬にはズワ

イガニを求めて京阪神をはじめ多くの来訪があり、観光業にとって水産物が重要な地位を占

める等、漁業が地域の基幹産業となっている。

しかし、地域では高齢化が進み、各産業とも担い手不足が課題となっている。さらに、Ｊ

Ｒの大幅な減便により、交通アクセスの改善が求められている。 

但馬地域に位置する香美町では全国に先駆けて魚食普及条例を制定しており、地域一丸と

なった魚食普及の取組が行われている。この取組には地域の水産加工業者や漁業者が参加し

ており、「魚（とと）活隊」として積極的な魚食普及活動を推進している。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等 



（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針 

【基本方針】 

 持続的な漁業経営を図っていくために、付加価値の向上と一層のコスト削減が必要と考え

られる。このため、漁獲物の鮮度保持の徹底、活ガニや船内凍結品の生産・出荷の増大等、

付加価値の向上に努める。また、全国有数の生産量を誇るズワイガニを柱に、観光業団体等

との連携を強化し、但馬の水産物の情報を地域外に発信する取組を実施する。さらに、観光

業界等と連携し、ズワイガニをはじめとしたイベントや水産加工業団体や観光業団体と連携

したＰＲ活動を行い、消費拡大と来訪者の増大により、地域の活性化を図る。また、省エネ

操業の徹底や漁業施設等の更新によるコストの削減を推進し漁業収益の向上を図るととも

に、漁業経営セーフティーネット構築事業等への加入や船員の育成等に取組み、経営安定化

を図る。 

この方針を推進するために以下の項目に取り組む。 

１．漁業収入向上のための取組 

（１）漁業者は、資源管理協定を確実に履行するとともに、保護区及び禁漁期の設定等 

自主的な資源管理を積極的に推進し、水揚げの維持増大を図る。 

  （２）高鮮度出荷の徹底や活ガニ出荷に加え、船内凍結品の生産・出荷の増大等により

漁獲物の高付加価値化に取組む。また、漁獲物の高付加価値化や省力化のための漁

労施設等を備えた改革型漁船の導入について、実証・検討・協議を行い、計画的な

整備・更新に取組む 

（３）関係機関と連携を強化し、イベントやＳＮＳを利用して、但馬産水産物や水産加

工品等をＰＲするとともに、消費地で開催されるイベント等に参加し、顧客開拓の

営業活動の強化や大消費地での外食産業等へのＰＲを行う等、地域外へのＰＲ活動

を推進し、消費拡大・販売促進に取組む。 

（４）品質の良い加工原料魚の安定供給のため、ドスイカ等加工原料となりうる魚種の

新規漁場開拓に取組むとともに、水産加工業界等との連携を強化し、加工原料魚の

船内凍結品の増産や低利用魚の加工利用に取組む。 

２．漁業コスト削減のための取組み 

（１）省燃油活動の取組みを強化するとともに、漁業経営セーフティーネット構築事業

等に加入して経営安定化を図る。 

（２）漁船や推進機関等、老朽化する漁労施設の更新にあたっては、省エネ化、省力化

のみならず船員に配慮した施設整備を推進する。 

（３）荷さばき所や冷蔵庫等の老朽化した共同利用施設の再整備に取組む。 

３．漁村の活性化のための取組 



  （１）観光業界や水産加工業界と連携したイベントの開催 

水産加工業団体や観光業界団体と連携したイベントの開催により賑わいの創出に

取組む。また、市町や観光協会等と連携して、観光客を受け入れる魅力ある町づく

りについて検討する。 

  （２）魚食普及活動の推進 

地元の子供達や保護者層等への魚食普及の推進に取組む。 

  （３）船員の確保のための取組 

     老朽化する漁労施設の更新にあたっては、省エネ化や省力化のみならず、船員の 

労働環境改善に配慮した施設整備を推進する。また、外国人就労者を含め船員の確

保と育成に積極的に取り組む。これらにより、安定した船員雇用を維持する。 

 

 

（３）資源管理に係る取組 

（１）資源管理協定の履行及び資源管理の積極的な推進 

漁業者は、資源管理協定を確実に履行するとともに、保護区及び禁漁期の設定等自主的な

資源管理を積極的に推進し、安定的な水揚げが維持できるよう資源の維持増大を図る。 

・沖合底びき網漁業資源管理協定 

 （ズワイガニ漁獲量上限の設定、採捕サイズ・尾数制限の設定等） 

・海洋生物資源の保存及び管理に関する基本計画 

 （漁獲可能量の設定） 

・日本海ズワイガニ採捕に関する協定 

 （ズワイガニの採捕期間、採捕尾数制限等） 

・因但底曳網協議会「機船底曳網漁業の資源保護協定」 

 （漁期制限：ﾐｽﾞｶﾞﾆ2月1日～2月末日、ｱｶｺ･ﾏﾝｼﾞｭｳの採捕禁止、ﾒｽ･ﾐｽﾞｶﾞﾆの航海あたりの

採捕尾数制限、甲幅制限：ｵｽ・ﾐｽﾞｶﾞﾆ10.5cm未満、ﾒｽ7cm未満の採捕禁止、休漁日の設定

（11月のズワイガニ漁期中に32時間以上を3回以上休漁）、保護礁の設置、保護水域の設

定、特定の漁場の操業禁止期間の設定、ズワイガニ解禁までの期間の水深230～300ｍの

海域での操業自粛等） 

 

（４）具体的な取組内容 

１年目（令和６年度） 所得向上率（基準年比）－１１．０％ 

漁業収入向上の

ための取組 

 

（１）資源管理の推進 

漁業者は、資源管理協定を確実に履行するとともに、保護区及び

禁漁期の設定等自主的な管理を資源状況に応じて見直ししながら実

施することにより、水揚げの維持増大を図る。 

（２）高鮮度出荷の徹底、活ガニ出荷や船内凍結品の増大による高付加価

値化 

① 漁業者や漁協は、漁船や荷捌き所への冷却海水装置導入等による

活ガニの出荷、高鮮度で出荷するため漁獲直後に船上で少量ずつ袋

詰めしたホタルイカの出荷、エビ類・イカ類・ハタハタなど高鮮度

船内凍結や高性能冷凍機器の活用による高品質な冷凍水産物の生

産、その他鮮魚の冷却の徹底により、水産物の付加価値向上に取組

む。これらの取組にあたっては、作業の効率化、選別の徹底など改

善しながら推進していく。 

② 漁業者は、高付加価値化のための設備の新規導入・更新時の性能

向上等について検討し整備する。また、代船建造する２隻について

は、船内凍結機を新規整備して、船内凍結品の増大に取り組む。 

（３）関係機関と連携強化したＰＲ活動等の推進による消費拡大・販売促    

  進 

①  漁協は、地元市町や観光協会等と連携したズワイガニＰＲイベン

トに加え、「浜坂みなとほたるいか祭り」等のズワイガニ以外の魚

種のＰＲイベントを開催し、観光客の誘致や知名度向上の取組を実

施する。 

②  最重要魚種のズワイガニでは、漁業者や水産加工業、観光業で組



織する「但馬産松葉がに普及推進協議会」は、各地の個別ブランド

を生かしながら、「但馬産松葉がに」や但馬の水産物の魅力をパン

フレットやＳＮＳ（インスタグラム）等で情報発信してＰＲを行

う。

③ 漁業者と漁協は、消費地で開催される流通業界等が開催する大規

模商談会やイベントに参加し、積極的な営業活動を行い、更なる消

費拡大・販売促進を図る。

（４）加工原料魚となる魚種の漁場開拓や低利用魚の加工品開発 

加工業者と連携して、低利用魚を活用した加工品の開発を検討す

る。また、ドスイカ等加工原料となりうる魚種の新規漁場開拓の調査

に取り組む。 

漁業コスト削減

のための取組 

（１）省燃油活動の推進 

① 漁業者は、操業での航行時に減速航行を徹底するとともに、ドック

時に船底清掃を実施し、航行時の抵抗を削減し、燃油消費量を抑制さ

せる。

② 燃油高騰時に備え漁業経営セーフティーネット構築事業への加入を

促進する等、経営の安定化を図る。

（２）計画的な漁船・機関整備 

漁業者及び漁協は、高齢化漁船の代船取得、機関や漁労機器等の更

新にむけて、省エネ機関、省力機関の導入について検討し整備する。 

（３）荷さばき所等の老朽化した共同利用施設の再整備 

漁協は、地元市町等と連携して水産物の衛生管理対策に加え、作業

の効率化と維持経費の軽減を図るため、老朽化が進む荷捌き所等の共

同利用施設の整備について検討を行う。 

香美町は、老朽化が進む水産加工団地の排水処理施設の改築を行

い、環境改善を図るとともに加工施設の安定的な操業を確保する。 

漁村の活性化の

ための取組 

（１）観光業界や水産加工業界と連携したイベントの開催 

但馬及び浜坂漁協は、地元観光協会と連携した「香住松葉がにまつ

り」、「浜坂みなとカニ祭り」、「とよおか津居山港かにまつり」等

各地で開催するズワイガニＰＲイベントや、「浜坂みなとほたるいか

祭り」等のズワイガニ以外の魚種のＰＲイベント等において、直接販

売等を継続して実施する。また観光客増大に向けて、都市部でのＰＲ

活動や魅力ある町づくりの検討を行う。 

（２）魚食普及の推進 

① 地域の小中学校の給食に地元水産物を提供して、地元産業への興

味喚起及び魚食普及を推進する。

② 地域の子供達に料理教室を行う。

（３）船員の確保のための取組 

県漁連や漁協は、船員確保を目的としたイベント等に積極的に参加

して、外国人労働者も含め、新規就業者の確保に取り組むとともに、

新規漁業従事者の育成に取り組む。また、県漁連は専用ＨＰを設けオ

ンラインによるＰＲも実施する。

漁業者は、代船建造する２隻について、船員の労働環境改善に配慮

した整備を行う。 

活用する支援措

置等 

ALPS基金事業、水産業強化支援事業、水産業競争力強化緊急施設整備事

業、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業、水産物供給基盤整備事業、

漁業経営セーフティーネット構築事業、漁業施設貸与事業、漁業構造改革

総合対策事業 



２年目（令和７年度） 所得向上率（基準年比）－３．６％ 

漁業収入向上の

ための取組 

（１）資源管理の推進

漁業者は、資源管理協定を確実に履行するとともに、保護区及び

禁漁期の設定等自主的な管理を資源状況の応じて見直ししながら実

施することにより、水揚げの維持増大を図る。 

（２）高鮮度出荷の徹底、活ガニ出荷や船内凍結品の増大による高付加価

値化 

① 漁業者や漁協は、漁船や荷捌き所への冷却海水装置導入等による

活ガニの出荷、高鮮度で出荷するため漁獲直後に船上で少量ずつ袋

詰めしたホタルイカの出荷、エビ類・イカ類・ハタハタなど高鮮度

船内凍結や高性能冷凍機器の活用による高品質な冷凍水産物の生

産、その他鮮魚の冷却の徹底により、水産物の付加価値向上に取組

む。これらの取組にあたっては、作業の効率化、選別の徹底など改

善しながら推進していく。

② 漁業者は、高付加価値化のための設備の新規導入・更新時の性能

向上等について検討し整備する。また、代船建造する１隻について

は、船内凍結機を新規整備して、船内凍結品の増大に取り組む。

（３）関係機関と連携強化したＰＲ活動等の推進による消費拡大・販売促   

  進 

① 漁協は、地元市町や観光協会等と連携したズワイガニＰＲイベント 

に加え、「浜坂みなとほたるいか祭り」等のズワイガニ以外の魚種

のＰＲイベントを開催し、観光客の誘致や知名度向上の取組を実施

する。

② 最重要魚種のズワイガニでは、漁業者や水産加工業、観光業で組

織する「但馬産松葉がに普及推進協議会」は、各地の個別ブランド

を生かしながら、「但馬産松葉がに」や但馬の水産物の魅力をパン

フレットやＳＮＳ（インスタグラム）等で情報発信してＰＲを行

う。

③ 漁業者と漁協は、消費地で開催される流通業界等が開催する大規

模商談会やイベントに参加し、積極的な営業活動を行い、更なる消

費拡大・販売促進を図る。

（４）加工原料魚となる魚種の漁場開拓や低利用魚の加工品開発 

加工業者と連携して、低利用魚を活用した加工品の開発を検討す

る。また、ドスイカ等加工原料となりうる魚種の新規漁場開拓の調査

に取り組む。 

漁業コスト削減

のための取組 

（１）省燃油活動の推進 

① 漁業者は、操業での航行時に減速航行を徹底するとともに、ドック

時に船底清掃を実施し、航行時の抵抗を削減し、燃油消費量を抑制さ

せる。

② 燃油高騰時に備え漁業経営セーフティーネット構築事業への加入を

促進する等、経営の安定化を図る。

（２）計画的な漁船・機関整備 

漁業者及び漁協は、高齢化漁船の代船取得、機関や漁労機器等の更

新にむけて、省エネ機関、省力機関の導入について検討し整備する。 

（３）荷さばき所等の老朽化した共同利用施設の再整備 

漁協は、地元市町等と連携して水産物の衛生管理対策に加え、作業

の効率化と維持経費の軽減を図るため、老朽化が進む荷捌き所などの

共同利用施設の整備について検討を行う。 

漁村の活性化の

ための取組 

（１）観光業界や水産加工業界と連携したイベントの開催 

但馬及び浜坂漁協は、地元観光協会と連携した「香住松葉がにまつ

り」、「浜坂みなとカニ祭り」、「とよおか津居山港かにまつり」等



各地で開催するズワイガニＰＲイベントや、「浜坂みなとほたるいか

祭り」等のズワイガニ以外の魚種のＰＲイベント等において、直接販

売等を継続して実施する。また観光客増大に向けて、都市部でのＰＲ

活動や魅力ある町づくりの検討を行う。 

（２）魚食普及の推進 

① 地域の小中学校の給食に地元水産物を提供して、地元産業への興

味喚起及び魚食普及を推進する。

② 地域の子供達に料理教室を行う。

（３）船員の確保のための取組 

県漁連や漁協は、船員確保を目的としたイベント等に積極的に参加

して、外国人労働者も含め、新規就業者の確保に取り組むとともに、

新規漁業従事者の育成に取り組む。また、県漁連は専用ＨＰを設けオ

ンラインによるＰＲも実施する。

漁業者は、代船建造する１隻について、船員の労働環境改善に配慮

した整備を行う。 

活用する支援措

置等 

ALPS基金事業、水産業強化支援事業、水産業競争力強化緊急施設整備事

業、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 、水産物供給基盤整備事業、

漁業経営セーフティーネット構築事業、漁業施設貸与事業、漁業構造改革

総合対策事業 

３年目（令和８年度） 所得向上率（基準年比）３．９％ 

漁業収入向上の

ための取組 

（１） 資源管理の推進

漁業者は、資源管理協定を確実に履行するとともに、保護区及び

禁漁期の設定等自主的な管理を資源状況に応じて見直ししながら実

施することにより、水揚げの維持増大を図る。

（２）高鮮度出荷の徹底、活ガニ出荷や船内凍結品の増大による高付加価

値化 

① 漁業者や漁協は、漁船や荷捌き所への冷却海水装置導入等による

活ガニの出荷、高鮮度で出荷するため漁獲直後に船上で少量ずつ袋

詰めしたホタルイカの出荷、エビ類・イカ類・ハタハタなど高鮮度

船内凍結や高性能冷凍機器の活用による高品質な冷凍水産物の生

産、その他鮮魚の冷却の徹底により、水産物の付加価値向上に取組

む。これらの取組にあたっては、作業の効率化、選別の徹底など改

善しながら推進していく。

② 漁業者は、高付加価値化のための設備の新規導入・更新時の性能

向上等について検討し整備する。

（３）関係機関と連携強化したＰＲ活動等の推進による消費拡大・販売促

進

① 漁協は、地元市町や観光協会等と連携したズワイガニＰＲイベン

トに加え、「浜坂みなとほたるいか祭り」等のズワイガニ以外の魚

種のＰＲイベントを開催し、観光客の誘致や知名度向上の取組を実

施する。

② 最重要魚種のズワイガニでは、漁業者や水産加工業、観光業で組

織する「但馬産松葉がに普及推進協議会」は、各地の個別ブランド

を生かしながら、「但馬産松葉がに」や但馬の水産物の魅力をパン

フレットやＳＮＳ（インスタグラム）等で情報発信してＰＲを行

う。

③ 漁業者と漁協は、消費地で開催される流通業界等が開催する大規

模商談会やイベントに参加し、積極的な営業活動を行い、更なる消

費拡大・販売促進を図る。

（４）加工原料魚となる魚種の漁場開拓や低利用魚の加工品開発 

加工業者と連携して、低利用魚を活用した加工品の開発を検討す

る。また、ドスイカ等加工原料となりうる魚種の新規漁場開拓の調査

検討に取り組む。 



漁業コスト削減

のための取組 

（１）省燃油活動の推進 

① 漁業者は、操業での航行時に減速航行を徹底するとともに、ドック

時に船底清掃を実施し、航行時の抵抗を削減し、燃油消費量を抑制さ

せる。

② 燃油高騰時に備え漁業経営セーフティーネット構築事業への加入を

促進する等、経営の安定化を図る。

（２）計画的な漁船・機関整備 

漁業者及び漁協は、高齢化漁船の代船取得、機関や漁労機器等の更

新にむけて、省エネ機関、省力機関の導入について検討し整備する。 

（３）荷さばき所等の老朽化した共同利用施設の再整備 

漁協は、地元市町等と連携して水産物の衛生管理対策に加え、作業

の効率化と維持経費の軽減を図るため、老朽化が進む荷捌き所等の共

同利用施設の整備について検討を行う。 

漁村の活性化の

ための取組 

（１）観光業界や水産加工業界と連携したイベントの開催 

但馬及び浜坂漁協は、地元観光協会と連携した「香住松葉がにまつ

り」、「浜坂みなとカニ祭り」、「とよおか津居山港かにまつり」等

各地で開催するズワイガニＰＲイベントや、「浜坂みなとほたるいか

祭り」等の他魚種のＰＲイベント等において、直接販売等を継続して

実施する。また観光客増大に向けて、都市部でのＰＲ活動や魅力ある

町づくりの検討を行う。 

（２）魚食普及の推進 

① 地域の小中学校の給食に地元水産物を提供して、地元産業への興

味喚起及び魚食普及を推進する。

② 地域の子供達に料理教室を行う。

（３）船員の確保のための取組 

県漁連や漁協は、船員確保を目的としたイベント等に積極的に参加

して、外国人労働者も含め、新規就業者の確保に取り組むとともに、

新規漁業従事者の育成に取り組む。また、県漁連は専用ＨＰを設けオ

ンラインによるＰＲも実施する。

漁業者は、船員の労働環境改善に配慮した沖合底曳網漁船の導入に

ついて検討し整備する。 

活用する支援措

置等 

ALPS基金事業、水産業強化支援事業、水産業競争力強化緊急施設整備事

業、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 、水産物供給基盤整備事業、

漁業経営セーフティーネット構築事業、漁業施設貸与事業、漁業構造改革

総合対策事業 

４年目（令和９年度） 所得向上率（基準年比）１１．４％ 

漁業収入向上の

ための取組 

（１）資源管理の推進

漁業者は、資源管理協定を確実に履行するとともに、保護区及び

禁漁期の設定等自主的な管理を資源状況に応じて見直ししながら実

施することにより、水揚げの維持増大を図る。 

（２）高鮮度出荷の徹底、活ガニ出荷や船内凍結品の増大による高付加価

値化 

① 漁業者や漁協は、漁船や荷捌き所への冷却海水装置導入等による

活ガニの出荷、高鮮度で出荷するため漁獲直後に船上で少量ずつ袋

詰めしたホタルイカの出荷、エビ類・イカ類・ハタハタなど高鮮度

船内凍結や高性能冷凍機器の活用による高品質な冷凍水産物の生

産、その他鮮魚の冷却の徹底により、水産物の付加価値向上に取組

む。これらの取組にあたっては、作業の効率化、選別の徹底など改



善しながら推進していく。 

② 漁業者は、高付加価値化のための設備の新規導入・更新時の性

能向上等について検討し整備する。

（３）関係機関と連携強化したＰＲ活動等の推進による消費拡大・販売促

進

①漁協は、地元市町や観光協会等と連携したズワイガニＰＲイベント

に加え、「浜坂みなとほたるいか祭り」等のズワイガニ以外の魚種

のＰＲイベントを開催し、観光客の誘致や知名度向上の取組を実施

する。

② 最重要魚種のズワイガニでは、漁業者や水産加工業、観光業で組

織する「但馬産松葉がに普及推進協議会」は、各地の個別ブランド

を生かしながら、「但馬産松葉がに」や但馬の水産物の魅力をパン

フレットやＳＮＳ（インスタグラム）等で情報発信してＰＲを行

う。

③ 漁業者と漁協は、消費地で開催される流通業界等が開催する大規

模商談会やイベントに参加し、積極的な営業活動を行い、更なる消

費拡大・販売促進を図る。

（４）加工原料魚となる魚種の漁場開拓や低利用魚の加工品開発 

加工業者と連携して、低利用魚を活用した加工品の開発を検討す

る。また、ドスイカ等加工原料となりうる魚種の新規漁場開拓の調

査に取り組む。 

漁業コスト削減

のための取組 

（１）省燃油活動の推進 

① 漁業者は、操業での航行時に減速航行を徹底するとともに、ドック

時に船底清掃を実施し、航行時の抵抗を削減し、燃油消費量を抑制さ

せる。

② 燃油高騰時に備え漁業経営セーフティーネット構築事業への加入を

促進する等、経営の安定化を図る。

（２）計画的な漁船・機関整備 

漁業者及び漁協は、高齢化漁船の代船取得、機関や漁労機器等の更

新にむけて、省エネ機関、省力機関の導入について検討し整備する。 

（３）荷さばき所等の老朽化した共同利用施設の再整備 

漁協は、地元市町等と連携して水産物の衛生管理対策に加え、作業

の効率化と維持経費の軽減を図るため、老朽化が進む荷捌き所などの

共同利用施設の整備について検討を行う。 

漁村の活性化の

ための取組 

（１）観光業界や水産加工業界と連携したイベントの開催 

但馬及び浜坂漁協は、地元観光協会と連携した「香住松葉がにまつ

り」、「浜坂みなとカニ祭り」、「とよおか津居山港かにまつり」等

各地で開催するズワイガニＰＲイベントや、「浜坂みなとほたるいか

祭り」等のズワイガニ以外の魚種のＰＲイベント等において、直接販

売等を継続して実施する。また観光客増大に向けて、都市部でのＰＲ

活動や魅力ある町づくりの検討を行う。 

（３）魚食普及の推進 

① 地域の小中学校の給食に地元水産物を提供して、地元産業への興

味喚起及び魚食普及を推進する。

② 地域の子供達に料理教室を行う。

（４）船員の確保のための取組

県漁連や漁協は、船員確保を目的としたイベント等に積極的に参加

して、外国人労働者も含め、新規就業者の確保に取り組むとともに、

新規漁業従事者の育成に取り組む。また、県漁連は専用ＨＰを設けオ

ンラインによるＰＲも実施する。

漁業者は、船員の労働環境改善に配慮した沖合底曳網漁船の導入に

ついて検討し整備する。 



    

活用する支援措

置等 

ALPS基金事業、水産業強化支援事業、水産業競争力強化緊急施設整備事

業、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 、水産物供給基盤整備事業、

漁業経営セーフティーネット構築事業、漁業施設貸与事業、漁業構造改革

総合対策事業 

 

５年目（令和１０年度） 所得向上率（基準年比）１８．８％ 

漁業収入向上の

ための取組 

 

（１）資源管理の推進 

漁業者は、資源管理協定を確実に履行するとともに、保護区及び 

禁漁期の設定等自主的な管理を資源状況に応じて見直ししながら実

施することにより、水揚げの維持増大を図る。 

（２）高鮮度出荷の徹底、活ガニ出荷や船内凍結品の増大による高付加価

値化 

① 漁業者や漁協は、漁船や荷捌き所への冷却海水装置導入等による

活ガニの出荷、高鮮度で出荷するため漁獲直後に船上で少量ずつ袋

詰めしたホタルイカの出荷、エビ類・イカ類・ハタハタなど高鮮度

船内凍結や高性能冷凍機器の活用による高品質な冷凍水産物の生

産、その他鮮魚の冷却の徹底により、水産物の付加価値向上に取組

む。これらの取組にあたっては、作業の効率化、選別の徹底など改

善しながら推進していく。 

② 漁業者は、高付加価値化のための設備の新規導入・更新時の性能

向上等について検討し整備する。 

（３）関係機関と連携強化したＰＲ活動等の推進による消費拡大・販売促    

  進 

① 漁協は、地元市町や観光協会と連携したズワイガニＰＲイベント

や、「浜坂みなとほたるいか祭り」等の他魚種のＰＲイベントを開催

し、観光客の誘致や知名度向上の取組を実施する。 

② 最重要魚種のズワイガニでは、漁業者や水産加工業、観光業で組 

織する「但馬産松葉がに普及推進協議会」は、各地の個別ブランドを

生かしながら、「但馬産松葉がに」や但馬の水産物の魅力をパンフレ

ットやＳＮＳ（インスタグラム）等で情報発信してＰＲを行う。 

③ 漁業者と漁協は、消費地で開催される流通業界等が開催する大規模

商談会やイベントに参加し、積極的な営業活動を行い、更なる消費拡

大・販売促進を図る。 

（４）加工原料魚となる魚種の漁場開拓や低利用魚の加工品開発 

加工業者と連携して、低利用魚を活用した加工品を開発する。ま

た、ドスイカ等加工原料となりうる魚種の新規漁場を開拓する。 
 

漁業コスト削減

のための取組 

 

（１）省燃油活動の推進 

① 漁業者は、操業での航行時に減速航行を徹底するとともに、ドック

時に船底清掃を実施し、航行時の抵抗を削減し、燃油消費量を抑制さ

せる。    

② 燃油高騰時に備え漁業経営セーフティーネット構築事業への加入を

促進する等、経営の安定化を図る。 

（２）計画的な漁船・機関整備 

漁業者及び漁協は、高齢化漁船の代船取得、機関や漁労機器等の更

新にむけて、省エネ機関、省力機関の導入について検討し整備する。 

（３）荷さばき所等の老朽化した共同利用施設の再整備 

漁協は、地元市町等と連携して水産物の衛生管理対策に加え、作業

の効率化と維持経費の軽減を図るため、老朽化が進む荷捌き所等の共

同利用施設を整備する。 



漁村の活性化の

ための取組 

（１）観光業界や水産加工業界と連携したイベントの開催 

但馬及び浜坂漁協は、地元観光協会と連携した「香住松葉がにまつ

り」、「浜坂みなとカニ祭り」、「とよおか津居山港かにまつり」等

各地で開催するズワイガニＰＲイベントや、「浜坂みなとほたるいか

祭り」等の他魚種のＰＲイベント等において、直接販売等を継続して

実施する。また観光客増大に向けて、都市部でのＰＲ活動や魅力ある

町づくりの検討を行う。 

（２）魚食普及の推進 

① 地域の小中学校の給食に地元水産物を提供して、地元産業への興

味喚起及び魚食普及を推進する。

② 地域の子供達に料理教室を行う。

（３）船員の確保のための取組 

県漁連や漁協は、船員確保を目的としたイベント等に積極的に参加

して、外国人労働者も含め、新規就業者の確保に取り組むとともに、

新規漁業従事者の育成に取り組む。また、県漁連は専用ＨＰを設けオ

ンラインによるＰＲも実施する。

漁業者は、船員の労働環境改善に配慮した沖合底曳網漁船の導入に

ついて検討し整備する。 

活用する支援措

置等 

ALPS基金事業、水産業強化支援事業、水産業競争力強化緊急施設整備事

業、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 、水産物供給基盤整備事業、

漁業経営セーフティーネット構築事業、漁業施設貸与事業、漁業構造改革

総合対策事業 

（５）関係機関との連携 

観光業や水産加工業と連携して、新たな加工品開発に向けて取組むとともに、各種のイベン

トの開催・参加や、但馬の水産物や水産加工品のＰＲに取り組む等、消費拡大・販売促進に

取り組む。

（６）取組の評価・分析の方法・実施体制 

 浜プランの取組の実施及び効果の発現状況を自ら評価するために、委員会は１年間の取組

結果を事務局がまとめ、委員会にて報告し、必要な検討を行う。 

４ 目標 

（１）所得目標 

漁業者の所得の

向上10％以上 

基準年 

目標年  



（２）上記の算出方法及びその妥当性 

（３）所得目標以外の成果目標 

アカガレイ単価の向上

基準年 令和３～４年度平均 ６９５円/kg 

目標年 令和10年度 ７０１円/kg 

水産関係イベント来場者数 

の増加 

基準年 令和４年度 45,000人 

目標年 令和10年度 47,500人 

（４）上記の算出方法及びその妥当性 

アカガレイ単価の向上

近年、沖合底びき網漁業は保護区域の新たな設定や漁期の短縮等、資源管理の取組み

を強めている。一方で、選別の徹底や活魚出荷、プレート氷による効果的な冷却や水揚

げ直後の船内凍結、これらの作業効率の向上等、高鮮度の維持による付加価値向上にも

取組んでいる。これらの取組みを強めるとともに、情報発信により品質の良さの認知度

向上を図ることで、魚価の向上が期待される。よって、当地区沖合底びき網漁業の代表

的な魚種であるアカガレイの魚価の１％向上を目標値として設定した。 

水産関係イベント来場者数 

積極的なＰＲを行うこと等により令和４年度に開催された主な水産関係イベントの平

均来場者数（年あたり）から５％の来場者数の増加を目標とした。 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

ALPS基金事業

（国） 

省燃油活動等を通じた燃油コスト削減に向けた取組に対する支援。 

→プランにおいて、省燃油活動の取組みを強化することを基本方針の一つ

として挙げている。



水産業強化支援事

業（国） 

浜の活力再生プランに位置付けられた共同利用施設の整備等を支援する。 

→プランにおいて、荷捌所等の老朽化した共同利用施設の再整備に取組む

ことを基本方針の一つとして挙げている。

水産業競争力強化

緊急施設整備事業

（国） 

競争力強化のために必要となる共同利用施設の整備等を支援する。 

→プランにおいて、荷捌所等の老朽化した共同利用施設の再整備に取組む

ことを基本方針の一つとして挙げている。

水産業競争力強化

漁船導入緊急支援

事業（国） 

中核的漁業者の収益向上に必要となる漁船をリース事業者が取得し、当該

漁業者にリースする取組を支援する。 

→プランにおいて、漁獲物の高付加価値化や省力化のための漁労施設等を

備えた改革型漁船の導入について、検討・協議を行い、計画的な整備・更

新に取組むことを基本方針の一つとして挙げている。

水産物供給基盤整

備事業（国） 

水産物の品質確保や衛生管理対策の高度化等に資する高度衛生管理型荷さ

ばき所、岸壁等の整備を行う。 

→プランにおいて、荷捌所等の老朽化した共同利用施設の再整備に取組む

ことを基本方針の一つとして挙げている。

漁業経営セーフテ

ィーネット構築事

業（国） 

燃油の高騰に備えて収入の安定を図る。 

→プランにおいて、当事業に加入して経営安定化を図ることを基本方針の

一つとして挙げている。

漁業施設貸与事業

（県） 

漁協等が行う高鮮度保持施設や労働省力化施設の設備貸与に対して助成し

施設整備の負担軽減を図る。 

→プランにおいて、老朽化する漁労施設の更新にあたっては、船員の労働

環境改善等に配慮した施設整備を推進することを基本方針の一つとして挙

げている。

漁業構造改革総合

対策事業（国） 

資源管理・労働環境改善型代船健造による実証を行う。 

→プランにおいて、漁獲物の高付加価値化や省力化のための漁労施設等を

備えた改革型漁船の効果について、実証に取り組む事を基本方針の一つと

して挙げている。


